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2はじめに

◼ 第49回本小委員会（2024年7月30日）では、応札不足対策の一つとして「市場外調整力の控除」に関して、
需給調整市場における市場外調整力にどのようなものが存在するのか、また、それらが控除可能と整理できるか等に
関して議論を行った。

◼ その際、コストの観点から追加起動不要な「自然体余力」であることと、控除した市場外調整力が市場応札される
ことで二重カウントにならないよう「需給調整市場非参入電源」を対象に確認したところ、該当する市場外調整力は
限定的であり、市場外調整力の控除については引き続き検討を進めることとしていた。

◼ この点、2024年度4月の需給調整市場全面運開以降の取引実績が蓄積されてきたため、実需給（GC）断面
における自然体余力を確認したところ、「需給調整市場参入電源」について、自然体余力が一定量存在することが
判明したため、自然体余力の実態確認および控除の方向性について検討を行った。



3(参考) 需給調整市場における検討課題について

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html
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6応札不足対策としての募集量見直しの状況について

◼ 2024年度4月に需給調整市場が全面運開したものの、全商品において応札不足が顕在化した。

◼ 上記を受け、第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）において、応札不足に対する対応策の基本的な
考え方が示された。

◼ 「A.調達募集量の見直し」に関しては、前日商品について、2024年6月から案A-a（募集量の削減）、2024年
7月から案A-c（三次②効率的な調達）を導入したことで、一定程度応札不足が解消されているところ。

◼ 他方、一次～三次①については応札不足（未達）が継続しており、引き続き対策の検討が必要な状況といえる。

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

A.調達募集量の見直しの具体案

【a】週間・前日断面で算定される
必要量に対して一定の割合を
乗じることで募集量を圧縮

【b】余力活用契約による調整力
確保見込み量を踏まえて募集量
を設定

【c】三次②についても、調達量を
3σ→1σ相当に減らし、不足分
は余力活用契約により確保

募集量削減
（2024年6月～実施）

三次②効率的な調達
（2024年7月～実施）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


7（参考） 調達募集量の見直しのイメージ

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


8（参考） 募集量削減（案A-a）の概要（１／２）

出所）第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）資料5
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html

◼ 2024年4月より、需給調整市場の全商品の取引が開始されたものの、全商品において募集量に対する応札量の
未達が発生。前日取引については調達費用の高騰が発生した。

◼ この対策として、 前日取引商品である三次②の募集量に一定の割合（募集量削減係数）を乗じることで圧縮
する方法が提案され、6月以降順次実施しているところ。

◼ これにより、6月以降の前日商品の未達率及び調達費用は4、5月比で減少したことが確認されている。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_50_haifu.html


9（参考） 募集量削減（案A-a）の概要（２／２）

◼ 本取り組みでは、「エリアごとの応札状況等の特徴が反映できない点」「余力活用コストを踏まえたコスト総額低減の
必要性」といった課題があり、11月以降は余力のコストを踏まえ、ブロック別・エリア別で算定することとして、募集量
削減係数の算出方法を変更することとなった。

出所）第97回制度検討作業部会（2024年10月30日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_06_00.pdf

出所）第96回制度検討作業部会（2024年9月27日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/096_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/097_06_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/096_03_00.pdf


10（参考） 三次②効率的な調達（案A-c）の概要

出所）第103回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2024年11月26日) 資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_103_haifu.html


11（参考） 三次②の応札状況について

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html

◼ 三次②については、2024年4月以降、大幅な未達が発生していたが、2024年6月から案A-a（募集量の削減）、
2024年7月から案A-c（三次②効率的な調達）を導入したことで、調達率は大きく改善している。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html


12（参考） 複合商品の応札状況について

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html

◼ 一次～三次①および複合商品については募集量見直しは未実施であり、三次②と比較すると大幅な応札不足の
改善には至っていないものの、エリアによっては応札が増加して調達率の改善も確認されている。

◼ 一方で、中部エリアは依然応札が少なく、調達率が低い状況が継続※している。

※ 中部エリアは揚水随意契約に伴い募集量見直しを実施（7/20受渡分より）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_54_haifu.html


13市場外調整力の控除（案A-b）の検討状況

◼ 案A-b（市場外調整力の控除）に関して、需給調整市場における市場外調整力にどのようなものが存在するのか、
控除可能と整理できるかについて、第49回本小委員会（2024年7月30日）にて議論を行った。

◼ ここでは、市場外調整力として、容量市場における市場外供給力を参考に、調整力提供者（BG）が起動を確定
させた（発電計画に織り込んだ）電源における「自然体余力」であり、「需給調整市場非参入電源」を対象とする
ことと整理した。

◼ この整理にもとづき市場外調整力の候補となり得る調整力設備量の調査をしたところ、エリアごとに大きな差がある
（大宗のエリアは該当電源がゼロあるいは微少）結果であり、応札不足対策としての効果は限定的であると想定
されるが、詳細については引き続き検討することとしていた。

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html
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15市場外調整力について（１／３）

◼ 需給調整市場の全商品が2024年4月に取引開始して以来、調達未達が継続しているが、市場調達できなかった
調整力必要量の未達分については、余力活用を含むエリア供給力で補完している。

◼ この点、需給バランスの状況や時間帯によって、調整力が不足すると想定される断面では一般送配電事業者による
余力の追加起動（以下「追加起動余力」という。）により、調整力を確保することとしている。

◼ 他方で、起動済み電源の余力（以下「自然体余力」という。）のみで調整力必要量を満足する断面も存在すると
想定され、これは市場応札されていない調整力であることから、一種の市場外調整力と見做すことができる。

◼ このように市場外調整力が蓋然性高く存在する状況では、需給調整市場の必要量全量を市場調達するのではなく、
必要量から市場外調整力相当量を控除（募集量低減）することで、応札不足の対策になると考えられる。

市場調達

調整力必要量

調達募集量※
応札不足（未達）分を

自然体余力と追加起動余力で
補完する

【市場外調整力控除のイメージ】

市場調達

調整力必要量

調達募集量※

応札不足（未達）分

余力
（自然体余力＋追加起動余力）

自然体余力
（市場外調整力）

控除

追加起動
余力

市場外調整力（自然体余力）

を必要量から控除することで、
応札不足が低減する

（理想的には解消する）

市場外調整力控除

※2025年3月現在で週間商品は必要量＝募集量だが、三次②は募集量低減の取組により、必要量＞募集量となっている



16市場外調整力について（２／３）

◼ 第54回本小委員会（2025年3月4日）において、オブザーバーより「実需給断面の実績データをもとにGC時点で
残存している自然体余力について確認したところ、一定量が存在することが確認されたため、これを控除した募集量と
することで、応札不足対策となるのではないか」といったご意見を頂いた。

◼ 市場外調整力の控除については、第49回小委員会で検討を行っていたが、2024年度4月の需給調整市場全面
運開以降の取引実績が蓄積されてきたため、頂いたご意見をもとに、実際のデータをもとに市場外調整力の実態を
確認し、改めて控除について検討することとした。

＜第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）でのご意見＞

✓ 自然体余力については、GC時点で残っている量を足元の実績で確認したところ、需給が厳しくない時間帯を中心に一定程度存在し
ていることが分かってきてる。それが何らかの理由で応札されない、もしくはできないとすると、調整力の必要量をすべて市場で調達した
場合、結果的に自然体余力も残っているため、必要以上に調整力を確保した状態になる。このため、自然体余力として期待できる量
を何らかの形で控除することで調整力調達コストの低減が期待でき、また、この仕組みにより市場での未達量が減少して、一定の競争
原理が働く、市場として機能する状態に近づけることができるのではないか。（中部電力パワーグリッド 山本オブザーバー）



17市場外調整力について（３／３）

◼ 第49回本小委員会において、市場外調整力を整理する際に、「自然体余力」と「追加起動余力」の分類に加えて、
余力活用に関する契約を締結している電源のうち、需給調整市場に関する契約の有無で、「需給調整市場参入
電源」「需給調整市場非参入電源」といった観点で、余力を4象限に分けて分類を行った。

◼ その上で、追加起動によるコスト増にならない「自然体余力」であり、かつ市場参加する可能性がないことから確実に
控除可能である「需給調整市場非参入電源」となる領域②を市場外調整力（控除可能な調整力）としたが、
該当する設備量は、大宗のエリアは該当電源がゼロあるいは微少であり限定的であった。

◼ 他方、 自然体余力のうち需給調整市場参入電源（領域①）について各種要因により市場応札できないものの、
実需給断面では市場外調整力と見做すことのできる自然体余力が存在することも考えられるため、今回の検討では
需給調整市場の参入状況は問わず、市場外調整力としての「自然体余力」の実態について確認を行うこととする。

需給調整市場
参入電源

需給調整市場
非参入電源

自然体
余力

領域① 領域②

追加起動
余力

領域③ 領域④

自然体余力

追加起動余力

調達されたΔkW

発電計画

出力

（安） （高）

【運転状態】

停止中

価格

今回検討 第49回小委で検討



18（参考） 第49回需給調整市場検討小委員会における市場外調整力の考え方

◼ 第49回本小委員会では、容量市場における市場外供給力を調達量から控除する取組みにおいて、どのような条件
で控除可能としているかを整理し、これを参考に、需給調整市場における市場外調整力について整理を行った。

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_49_haifu.html


19各エリアの市場外調整力（自然体余力）の調査について

◼ 需給調整市場全面運開後の2024年度の取引実績が蓄積されてきたため、実需給データをもとに、市場外調整力
としての自然体余力の実態を確認すべく、調査対象および調査方法を以下のとおり整理した。

➢ 市場外調整力として控除するためには一定の調整機能が求められる

➢ このため、応札不足対策のため現行調達未達となっている一次～三次①相当の調整機能を持つと想定される
「余力活用契約を締結している火力電源」を対象に、市場外調整力として自然体余力の調査を行う

➢ なお、評価対象の「自然体余力」は調整力提供者（BG）が起動を確定させた電源の持つ余力を指すことに対し、
「追加起動余力」は、調整力不足時にTSOが追加起動により確保する余力となるため調査対象外とする

【自然体余力の算出方法】
➢ 発電上限ー 発電計画ー ΔkW 約定量

【使用データ】
➢ 対象：余力活用契約を締結している火力機ユニット
➢ 期間：2024年4月1日～2025年1月31日
➢ データ：「GC時点の発電計画・発電上限および発電下限」、「ΔkW約定実績」

自然体余力

追加起動余力

調達されたΔkW

発電計画

出力

（安） （高）
価格

TSO追加起動電源

追加起動
余力

停
止
中

発電上限
自然体余力



20自然体余力の調査結果

◼ 自然体余力の調査の結果、時間帯や断面でばらつきがあるものの、9エリアすべてで一定の自然体余力が存在して
いることが確認できた。

◼ 下表のとおり、H3需要に対しては、1σ値で0.3~2.5%程度の自然体余力があり、ある程度の蓋然性をもって存在
することがわかった。（また、平均ではH3需要の2.2~7.4%程度存在していた）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

自然体
余力

1σ値
（MW）

57 318 570 309 14 162 48 119 70

平均
（MW）

224 936 1,491 842 248 592 360 352 394

自然体
余力と

H3需要
の割合

1σ値
（%）

1.1% 2.4% 1.1% 1.3% 0.3% 0.6% 0.5% 2.5% 0.4%

平均
（%）

4.5% 7.0% 2.8% 3.6% 5.1% 2.2% 3.5% 7.4% 2.5%

H3需要
（MW）

5,010 13,467 53,469 23,210 4,860 26,405 10,273 4,742 15,811

【参考】複合
必要量（MW）

272 689 1786 1023 183 950 446 220 687 



21（参考） 自然体余力の3時間ブロックごとの1σ値

◼ 自然体余力の3時間ブロックごとの1σ値は以下の通り。

1BL 2BL 3BL 4BL 5BL 6BL 7BL 8BL 全コマ H3需要 複合必要量

北海道 75 48 99 72 67 41 17 68 57 5,010 272 

東北 452 305 454 536 550 169 159 372 318 13,467 689 

東京 963 903 688 672 628 178 328 721 570 53,469 1786 

中部 454 346 308 505 539 163 158 277 309 23,210 1023 

北陸 54 28 29 16 10 4 5 22 14 4,860 183 

関西 451 198 170 166 221 54 75 196 162 26,405 950 

中国 126 75 98 132 183 6 0 69 48 10,273 446 

四国 171 143 89 113 146 61 58 155 119 4,742 220 

九州 241 133 119 104 144 3 0 68 70 15,811 687 

【MW】



22（参考） 北海道エリアの自然体余力の調査結果



23（参考） 東北エリアの自然体余力の調査結果



24（参考） 東京エリアの自然体余力の調査結果



25（参考） 中部エリアの自然体余力の調査結果



26（参考） 北陸エリアの自然体余力の調査結果



27（参考） 関西エリアの自然体余力の調査結果



28（参考） 中国エリアの自然体余力の調査結果



29（参考） 四国エリアの自然体余力の調査結果



30（参考） 九州エリアの自然体余力の調査結果
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1. 募集量見直しの検討状況

2. 取引実績に基づく市場外調整力（自然体余力）の実態調査

3. 市場外調整力（自然体余力）の要因分析

4. まとめと今後の進め方

目次
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市場調達

控除の対象となる自然体余力について

◼ 調整力の確保は「多様な電源等の公平性」、「調達コストの透明性・適切性」、「調整力の効率的な確保」の観点
を踏まえ、需給調整市場から市場調達することが望ましい。

◼ その上で、調整力としての機能はあるものの、何らかの要因で需給調整市場に応札できず※、GC以降の実需給
断面で自然体余力として蓋然性高く残存するものについては、控除することが合理的と考えられる。

◼ 一方で、過度に募集量を低減すると、不落となった電源が並列されず（もしくは解列され）、調整力不足を回避
するために余力の追加起動を実施することで持替費用でコスト増となる可能性がある、もしくは余力の追加起動が
間に合わず、調整力不足となり、安定供給に支障をきたす虞もあると考えられる。

◼ これらを踏まえると、控除対象となる自然体余力は、実需給断面で調整力として活用可能である必要があるため、
「調整力としての機能があり」かつ「GC時点で蓋然性高く存在する」ことが重要となる。

◼ このため、控除対象となり得る自然体余力の実態を把握する必要があることから、調整力提供者（発電事業者）
に自然体余力の要因について実態調査することとした。（今回は先行実施した中部エリアの調査結果をお示し）

※ 応札できない要因については必要に応じて手当することが必要となるが、今回は手当前の自然体余力の取り扱いの検討となる。

調整力必要量

調達募集量

自然体余力

控除

追加起動
余力

過度に募集量を低減した場合、
余力の追加起動が必要になる

もしくは
間に合わない場合、調整力不足となる

調整力
不足

【過度に募集量を低減した場合のイメージ】

or
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◼ 調整力必要量は過去の【平常時必要量（誤差実績）＋緊急時必要量（電源脱落対応量）】から算定される
ものであり、実需給断面で必要な調整力量である。

◼ 募集量は市場調達（募集）する量であるが、応札不足などによる必要量未達分は、余力を活用して充足させる
関係性であり、余力含めても調整力が不足することが予見された場合は、TSOが追加起動して余力の確保を行う。

◼ 現状、一次～三次①は【必要量=募集量】となっているが、三次②については応札不足対策の一環である案Ａ-a
による募集量削減で【必要量>募集量】となっており、その差分は余力で確保することを前提としている。

市場調達（70）

調整力必要量（100）

調達募集量（100）

応札不足分

余力(30)

【一次～三次①】

市場調達（50）

調整力必要量（100）

調達募集量（50）

余力(50)

【三次②（募集量削減後）】

余力確保が前提

自然体余力で
充足しない場合
TSO追加起動

未達の場合は
余力で補填

募集量削減（50）

自然体余力で
充足しない場合
TSO追加起動

（参考） 必要量・募集量・余力の関係性について
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GC １時間前

中部エリアの調査結果（１／４）

◼ 今回は先行して、中部エリアの調整力提供者にヒアリングを行い、自然体余力の実態について確認した。

◼ その結果、中部エリアの自然体余力は「契約要因」が大宗であることが分かった。

◼ 「契約要因」とは、特定の小売事業者との相対契約の通告変更権行使期限がGC1時間前であるため、余力が
GC1時間前まで確定しないことにより、需給調整市場へ応札が出来なかったものの、需要が下振れした（もしくは
上振れしなかった）ことで、結果的に残存した余力のことである。

◼ これは調整機能はあるものの、需給調整市場応札の段階では札入れできなかったものであると想定されることから、
実需給断面において蓋然性高く存在※する調整力であると考えられる。

◼ なお、当該契約は25年度までであり、26年度以降は通告変更権行使期限が前倒しになることで、自然体余力が
減少する（需給調整市場への応札が増加する）可能性があるため、控除量は別途検討する必要がある。

需給調整市場
（週間取引）

スポット市場出力

＜相対契約を有するリソースの供出可能余力のイメージ＞

前日前週

発電上限

需給調整市場
（前日取引）

余力
（未確定）

相対取引量
（未確定）

相対取引量

kWh約定量

相
対
契
約
量

余力
（確定）

通告変更権の行使期限

ΔkW約定量

余力

相対取引量

kWh約定量

ΔkW約定量

余力

相対取引量

kWh約定量

ΔkW約定量

通告変更権の行使期限後、
自然体余力が確定

余力未確定のため、リスク
考慮して応札量を決定

※ 当日のスポット価格が高騰した場合等は、通告変更権が行使されることで自然体余力が存在しなくなる可能性は
あるものの、過去実績を確認すると、大宗の断面では存在していることから、一定の蓋然性はあると考えられる。



35（参考） 小売電気事業者との契約要因について

出所）第99回制度設計専門会合（2024年7月30日）資料4をもとに作成
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf

出所）第98回制度設計専門会合（2024年6月25日）資料7-1をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_07_01.pdf

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/099_04_00.pdf
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/098_07_01.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


36中部エリアの調査結果（２／４）

◼ また、中部エリアの自然体余力の一部には、「要件起因の入札制約」も含まれることがわかった。

◼ 試算では発電上限～発電計画（ΔkW約定量含む）を余力としているが、その中には発電機の出力変化率の制約
により需給調整市場の商品要件を満足しない余力が存在する。

◼ 具体的には、仮に三次①必要量から自然体余力を控除することを考えた場合、控除可能なのは三次①応動時間
である15分で上げ調整可能な領域までであり、必ずしも発電上限まで達するとは限らない（上げ調整可能な領域
から発電上限までが入札制約になる）ということを意味している。

◼ これは自然体余力の算定方法※に起因して発生するものであり、調整力提供者の努力では供出が困難であり、
「要件起因の入札制約」といえることから、控除対象外とする必要がある。

※ 自然体余力の算出方法を【発電上限ー 発電計画ー ΔkW約定量】とした場合。

自然体余力

追加起動余力

調達されたΔkW

発電計画

（安） （高）
価格 TSO追加起動電源

要件起因の入札制約

停止中

追加起動
余力

自然体余力

発電上限

出力

＜自然体余力と入札制約のイメージ＞



37中部エリアの調査結果（３／４）

◼ また、需給調整市場の「制度要因」が入札阻害となり、市場応札できない余力も一定程度存在すると考えられる。

◼ 今後、応札状況が改善すると想定される主な制度変更としては、「商品ブロック時間30分化」「起動費取り漏れ分
の事後精算」「前日取引化」が挙げられる。

◼ 中部エリアの調査の中で、これら「制度要因」による自然体余力への影響を確認したところ、以下のとおりであった。

➢ 2025年度

✓ 「三次②30分化」によって自然体余力の減少（ΔkW応札増加）が想定される

✓ 一方で、「起動費取り漏れ分の事後精算」により起動供出が増加することで、起動ユニットの出力上限までの
余力や、需給バランスのため持ち下げたユニットの余力が増えることが考えられる

✓ これらの効果として上振れ・下振れ両方あり得るため、2025年度は制度要因の影響は少ないといった見通し

➢ 2026年度以降

✓ 「一次～三次①の前日取引化」により応札が実需給に近づくことで需給変動リスクが減少し※、GC時点での
自然体余力の減少（ΔkW応札増加）が見込まれる

◼ これらを踏まえると、「制度要因」について、2025年度は大きく影響は与えない（2024年度実績をもとに試算した
自然体余力で問題ない）と考えられるものの、2026年度は自然体余力の減少が想定されるため、再度評価が
必要であるといえる。

※ 加えて前述のとおり、小売事業者との相対契約も更新予定もあり、2026年度からは一層自然体余力は減少すると想定される。



38（参考） 商品要件に関する制度変更について（１／２）

◼ 需給調整市場の商品要件が入札の阻害要因となり、市場応札できない余力が一定程度存在すると考えられる。

◼ 具体的には、取引単位が3時間であることで調整力の供出可能量が制限される点や、並列必須が要件である一次、
二次①は週間単位での取引である点、また、需給変動リスクや相対契約での通告変更権の行使期限を考慮すると
応札量が制限されてしまうといった点が挙げられる。

◼ これらについては、「取引時間30分化」や「一次～三次①の前日取引化」により一定程度解消される見込みであり、
自然体余力としては制度変更以降は存在しなくなることも想定されるが、制度変更までは蓋然性が高い余力となる
ことから、控除することも一案となる。

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

出所）第23回需給調整市場検討小委員会（2021年5月24日） 資料2-1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_23_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_23_haifu.html


39（参考） 商品要件に関する制度変更について（２／２）

◼ 三次②については2025年度から「取引時間30分化」 されることとなり、一次～三次①については2026年度から
「取引時間30分化」および「前日取引化」されることになり、これらの制度要因による自然体余力は制度変更後、
存在しなくなると想定される。

出所）今後の要件変更等について（2024年3月27日更新）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/youkenhenkou_20240327.pdf

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）参考資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/youkenhenkou_20240327.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


40（参考） 価格規律に関する制度変更について

◼ 需給調整市場ガイドライン上では、ΔkW入札価格への起動費の反映は1日2回分まで認められているが、応札
ブロックのうち一部のブロックのみ約定 （⻭抜け約定）することで、起動費を取り漏れるリスクがあった。

◼ これに対応するため、起動費を1日1回、各応札ブロックに約定確率を考慮して按分計上し、事後的に生じた分を
精算することで、取り漏れリスクを解消する方向性が示された。

◼ 需給調整市場ガイドラインの改定後（2025年度）から適用されることで、起動供出が増加する見込みとなる。

出所）第98回制度検討作業部会（2024年12月24日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/098_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/098_03_00.pdf


41（参考） 誘導的措置について

◼ その他、制度要因で発生する自然体余力についても、事業者アンケートを通して事業者の応札リスクを抽出し、
応札量増加の取組である誘導的措置として各リスクへの対応の方向性が示されており、解消見込みとなっている。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


42中部エリアの調査結果（４／４）

◼ 中部エリアにおける事業者ヒアリングの結果をもとに控除対象を整理すると、自然体余力のうち「契約要因」を控除の
対象とすることが適切と考えられる。（「要件起因の入札制約」はGC～実需給断面では調整力として活用できない
ものであり、控除対象外とする）

◼ 控除対象を定量評価するため、 「要件起因の入札制約」を控除した結果※1、中部エリアでは自然体余力※2のうち
控除対象は【1σ値304MW】【平均718MW】程度であり、これをもとに控除可能量を検討することとする。

◼ なお、相対契約の更新や、制度変更（前日取引化）により、2026年度以降は自然体余力の状況が大きく変化
することが考えられるため、中部エリアにおける今回の整理は2025年度取引を対象として、2026年度以降は状況
に応じて再度検討することとする。

分類
調整力と
しての機能

GC時に蓋然性
高く存在する

控除可否 余力の1σ値 余力の平均 控除期間

契約要因 〇 〇
契約変更まで
の期間は可

304MW 718MW
2025年度

のみ

要件起因の
入札制約

× ー 不可 5MW 124MW

※1 今回は 「要件起因の入札制約」について、応動時間が三次①より長いものを控除した。
※2 中部エリアの自然体余力は【1σ値309MW】、【平均842MW】



43（参考） 自然体余力から要件起因の入札制約の切り分け方法について

◼ 「要件起因の入札制約」については、発電機ごとの出力変化速度が需給調整市場の商品要件である応動時間を
満足しないことに起因する制約である。

◼ 市場外調整力の控除対象としては、2025年4月現在継続して未達となっている一次～三次①とする方向性が
考えられる。

◼ 三次①相当の「要件起因の入札制約」を切り分ける方法として、各発電機毎に商品ごとの供出可能量（同商品
の約定量控除）を上限として自然体余力を評価する方法が考えられ、前頁の試算はこの方法により実施しており、
その他の商品を控除対象とする場合も同様の方法が想定される。

発電機Z

＜要件起因の入札制約の切り分けイメージ＞

自
然
体
余
力

三
次二

次

全発電機分を合計

一
次

要件起因の
入札制約

自
然
体
余
力

三
次

二
次

発電機A
一
次

~ ~~

自
然
体
余
力

三
次

二
次

一
次

発電機の商品ごと【供出可能量-約定量】

控除対象の
自然体余力



44今後の検討の方向性（１／２）

◼ 今回先行して、中部エリアの実態調査を行ったが、中部エリア以外の自然体余力は「契約要因」であるとは限らず※、
控除可否については各エリアの状況に応じて判断する必要がある。

◼ このため、自然体余力の実態について、各エリアの調整力提供者に対して以下の観点で要因調査を行うこととする。

a. 市場応札できず、GC時点で自然体余力として残存する要因は具体的にどのようなものか。

b. 2024年度以前と2025年度以降を比較すると、自然体余力が変化する予定はあるか。

c. 自然体余力には需給調整市場の商品要件を満足する調整機能が備わっているか。

d. 自然体余力量（実績）を要因ごとに定量評価（算出）する方法はどのようなものか。

e. 自然体余力（将来の見込み量）として、蓋然性ある量の切り分け方法（概算方法）はどのようなものか。

※ 相対契約の通告変更権行使期限がGC一時間前である事業者ばかりではないため、他エリアの自然体余力は別の要因の可能性が高いと想定される。

必要量から
控除するために
定量評価が必要

a、b c,d e

自
然
体
余
力

商品
要件
満足

GC時点で
蓋然性高く

存在
控除対象要因A

要因B

要因C 商品要件×

実績 将来（見込み）



45今後の検討の方向性（２／２）

◼ また、事業者にヒアリングを通して自然体余力の要因を深掘りし控除対象を明確化した上で、具体的な控除方法に
ついても検討する必要がある。

◼ 具体的には、「控除対象」や「控除量の算定方法」「開始時期」等が考えられるため、これらについても引き続き検討
していくこととしたい。

項目 検討事項

論点１ 控除対象
需給調整市場のどの商品（一次、二次①、二次②、三次①、三次②、複合）
を控除の対象にするか

論点２ 控除量の算定方法

・控除量の算定方法について、具体的にどのようにするか
（要因/商品ごとの控除量算定方法を具体的にどのようにするか）
・控除量の算定は、どの単位で実施するか
（年間/月間/週間/日/3時間等）

論点３ 控除適用の時期
・全エリア同時期に開始を目指す※上で、いつ開始するか
・控除の期限をどのように設定するか

【自然体余力の控除方法に関する論点】

※ 特定のエリアから開始することで、当該エリアで不落となった高額札が隣接エリアに流れて価格高騰することも
想定されるため、自然体余力の控除については、全エリア同時期に開始することが望ましいと考えられる。
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47まとめと今後の進め方

◼ 需給調整市場において応札不足が継続している状況を踏まえ、市場外調整力の控除について、以下のとおり検討
を行った。

➢ 自然体余力の調査

✓ 2024年4月から2025年1月までの実需給データをもとに、各エリアの自然体余力を調査し、全エリアに
一定程度の自然体余力が存在することが判明

➢ 自然体余力の要因分析（発電事業者ヒアリング）

✓ 控除の対象となる自然体余力は実需給断面で調整力として活用可能なものである必要があるため、
「調整力としての機能があり」かつ「GC時点で蓋然性高く存在する」ことが重要であると整理

✓ 中部エリアのヒアリング結果から、上記を満足する「契約要因」を控除対象とすることが適切と考えられる

✓ これを踏まえ、自然体余力の要因について、各エリアの発電事業者にヒアリングを実施することとした

◼ 今回は中部エリアのヒアリング結果をもとに控除可否の検討を行ったが、自然体余力の控除については全エリア
同時期開始が望ましいため、今後は他エリアの発電事業者にもヒアリングを行い、控除可否を検討する。

◼ その上で、自然体余力の具体的な控除方法として、「控除対象」や「控除量の算定方法」「開始時期」等について、
引き続き検討を行うこととする。


